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主要ニュース 

【内政】●政府は秋の議会選挙を１１月３０日に実施することを決定。 

    ●汚職対策関連では、下院が前首相等の汚職に関する刑事捜査の開始を否認したのに対

し、上院は現職閣僚等の汚職に関する刑事捜査の開始を承認。 

【外政】●グルジア紛争につき、ルーマニアはグルジアの領土一体性の尊重を強調。バセスク大統

領は情報分析のため黒海沿岸５ヶ国を歴訪。 

【経済】●７月末のインフレ率、年換算９．０４％。第２四半期のＧＤＰ成長率は９．３％。 

●上半期GDP成長率は８．８％（ユーロスタットによるＥＵ２７年換算平均は１．６％）。 

●国家統計局、上半期の海外直接投資額を４７．５億ユーロと発表。 

 

 

内政 

■議会選挙に向けた動き 

・８月２７日、政府は同日開催の閣議において次期議

会選挙を１１月３０日（日）に実施することを決定、

発表した。 

 

・７月１７日の個人ブログで、イリエスク前大統領は

新たな選挙制度（単一記名式選挙制度）の導入等を

理由に、秋の議会選挙には出馬しない旨表明（イリ

エスク前大統領は過去３度（1990-92年、1992-96年、

2000-04年）大統領に選出）。 

 

■汚職対策関連 

・７月２３日、ハイレベルの汚職対策が不十分とする

欧州委員会の報告書が採択されたことを受けて、バ

セスク大統領は「ハイレベルの汚職が解決されない

のは上下両院の責任であり、元閣僚や現職議員に対

する汚職に関する刑事捜査の要請を承認するため

の上下両院合同による臨時会期を８月前半に招集

することを要請する。」旨発言。 

 

・８月１３日、下院の臨時会期が開催され、ナスタ 

ーセ前首相（社民党）及びミトレア元運輸相（社民

党）に対する汚職に関する刑事捜査の開始を承認す

るかどうかの投票が行われたところ（刑事捜査の開

始には下院定数（３２６）の３分の２（２１８）以

上の賛成が必要）、ナスターセ前首相に関しては賛

成１５０票、反対１２０票が、ミトレア元運輸相に

関しては賛成１１５、反対１６０票が投じられ、両

者に対しての刑事捜査は行われないことになった

（ミトレア元運輸相はその後身の潔白を証明する

ため議員を辞職。）。 

 

・８月２６日、上院の臨時会期が開催され、シェレシ

ュ元経済・通商相（保守党）及びパクラール労働・

家族・機会均等相（国民自由党）に対する汚職に関

する刑事捜査の開始を承認するかどうかの投票が

行われ（刑事捜査の開始には上院定数（１３７）の

過半数以上（６９）の賛成が必要）、シェレシュ元
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経済・通商相に関しては配電会社民営化の件で賛成

８３票、反対３６票、水力発電会社民営化の件で賛

成７９票、反対４０票、パクラール労働・家族・機

会均等相に関しては賛成７５票、反対４４票が投じ

られ、それぞれ刑事捜査の開始が承認された。 

 

■世論調査 

・８月３日、世論調査機関ＩＮＳＯＭＡＲにより、７

月２２日－３０日の期間に実施した政治家・政党に

関する以下の世論調査結果が発表された。 

（１）秋の議会選挙において、どの政党に投票するか。

民主自由党（ＰＤ－Ｌ）         ３８％

社民党（ＰＳＤ）            ２６％ 

国民自由党（ＰＮＬ）          １６％ 

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）     ４％

大ルーマニア党（ＰＲＭ）         ３％

新世代党（ＰＮＧ）            ３％

国民発議党（ＰＩＮ）           ２％

保守党（ＰＣ）              ２％

農民党（ＰＮＴＣＤ）           ２％ 

ハンガリー人市民党（ＰＣＭ）       １％ 

 その他                  １％ 

 

（２）来週日曜日に大統領選挙があるとしたら、誰に

投票するか。 

 バセスク大統領             ５８％ 

 オプレスク・ブカレスト市長       １２％ 

 ナスターセ前首相            １１％ 

 イサレスク中銀総裁            ６％ 

 メレシュカーヌ国防相           ５％ 

 アントネスク国民自由党副議長       ２％ 

 

（３）将来の首相として望ましい人物は。 

 タリチャーヌ首相            ２６％ 

 ストロージャン民主自由党第一副議長   ２０％ 

 ジョアーナ社民党議長          １４％ 

 ブラガ民主自由党事務局長         ６％ 

 ナスターセ前首相             ６％ 

 

外政 

■要人往来 

・７月１６日、ベルディムハメドフ・トルクメニスタ

ン大統領は当国を訪問し、バセスク大統領と会談し

た。両首脳間で、相互の投資保証協定、経済関係発

展のための協定など５つの協定が署名された。ベル

ディムハメドフ大統領は記者会見において、「トル

クメニスタンは炭化水素資源を有しており、ルーマ

ニアはこれに関心を抱いている旨が確認された。ト

ルクメニスタンはこの分野でルーマニアと協力す

る用意がある。トルクメニスタンは、天然資源に関

し、最新技術の導入や資源の可能を行う機器の導入

に関心を抱いており、ルーマニアの関心事項と一致

する。」と述べた。 

 

・７月１７～１８日、コマネスク外相はウクライナを

訪問し、オグリスコ外相と会談した。オグリスコ外

相は、２０１２年までにウクライナ市民に対するＥ

Ｕ査証撤廃を実現することが課題であると述べた。

コマネスク外相は、ルーマニアとして本年１２月の

ウクライナのＮＡＴＯ加盟行動計画（ＭＡＰ）参加

実現を支持すると発言した。更に、ＥＵとの新たな

強化された協定の締結を含めて、ウクライナのＥＵ

加盟に向けた努力を支持すると述べた。 

 

■在外ルーマニア人問題 

・７月３１日、バセスク大統領はイタリアを訪問し、

ベルルスコーニ首相と会談、イタリアにおけるル

ーマニア出身ロマ人の問題について話し合った。

バセスク大統領は、イタリア政府がロマ人に指紋

登録を義務づける法案を準備していることは、Ｅ

Ｕ指令に反するのではないかを問う書簡を手交し

た。ベルルスコーニ首相は「約１００万人のルー

マニア人コミュニティーがイタリアに存在するこ

とは喜ばしいことである。一方、イタリア政府は

外国人犯罪者、不法移民に対して厳しい態度を取

ろうとしており、自国民を保護する過程において

移民キャンプの住民登録を義務づけることとなっ

た。指紋登録の措置はキャンプの子供達の学校に
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行く権利を保障するためのものである。」と発言

した。両国政府が協同でＥＵ基金を使い、ロマ人

の社会への統合に向けた計画を推進することで合

意した。 

 

■対ＥＵ関係 

・７月２３日、欧州委員会はブルガリア、ルーマニア

の司法改革に関する報告書を採択した。ルーマニア

は「ハイレベルの汚職に関する決定は、高度に政治

化されている。」と指摘され、更なる汚職対策の強

化を求められた。 

 

■対セルビア関係 

・７月１１日、同月７日にツベトコビッチ・セルビア

首相が就任したことを受け、タリチャーヌ首相は

「欧州統合を優先事項とするベオグラード政府を

祝福する。ルーマニアはセルビアのＥＵ加盟のため

の支援を惜しまない。」との声明を発表した。 

 

・８月１日、バセスク大統領はセルビアを訪問し、タ

ディッチ大統領と会談した。タディッチ大統領はル

ーマニアがコソボを国家として承認していないこ

とに謝意を述べた。バセスク大統領は、「セルビア

がＥＵ加盟のため中長期的に安定した政治状況を

築いたことを喜ばしく思う。」と述べた。 

 

■グルジア情勢 

・８月９日、グルジア・南オセチアでの紛争を受け、

バセスク大統領は国防最高評議会（ＣＳＡＴ）を緊

急招集し、対応を協議した。大統領府は「グルジア

情勢に関しては、ルーマニアはグルジアの主権及び

領土一体性が尊重されることを要求する。」との声

明を発表し、また全ての当事者が即座に戦闘行為を

停止することを呼びかけた。 

 

・８月１１日、ルーマニア外務省はグルジア国内に滞

在するルーマニア人に対し避難勧告を発出した。 

 

・８月１２日、バセスク大統領は再び国防最高評議会

（ＣＳＡＴ）を招集し、グルジア情勢に対する対応

を協議した。ＣＳＡＴはグルジア政府の要請に応え、

医療品、医療器具を中心とする人道支援物資約１３

１万ユーロ分をトビリシに送ることを決定した。ま

た、大統領府は「ルーマニアはコーカサス南部地域

の安定のため、ＥＵ及びＮＡＴＯの努力に加わる。」

との声明を発表した。 

 

・８月１３日、コマネスク外相はＥＵの欧州総務・対

外理事会に出席し、グルジア情勢に関し即時停戦の

取り決めが尊重されること、グルジアの主権及び領

土一体性が尊重されることが重要と発言した。また

「ルーマニアは紛争解決のためのＥＵの努力を支

持する。」と述べた。 

 

・８月２０日、バセスク大統領はウクライナを訪問し、

ユーシチェンコ大統領とグルジア情勢に関し協議

した。バセスク大統領は「グルジアで紛争が発生し、

南オセチア、アブハジア、沿ドニエストル、ナゴル

ノ・カラバフといった黒海沿岸地域の問題に対し現

行の平和維持メカニズムでは対応できなくなって

いることが判明した。新たなメカニズムを模索する

ＥＵの立場をルーマニアは支持する。」と述べた。

また、グルジア紛争がＥＵのエネルギー政策に影響

を与える可能性があることを示唆した。ユーシチェ

ンコ大統領は「ルーマニアとウクライナは、本件の

正常化にかかる基本的方向性につき共通の立場を

有している。」と述べた。 

 

・８月２０日、バセスク大統領はモルドバを訪問し、

ヴォローニン大統領とグルジア情勢に関し協議し

た。沿ドニエストルという「凍結された紛争」を国

内に抱えるヴォローニン大統領は、「このような紛

争を抱える諸国における平和維持部隊を再編する

必要がある。」と述べた。バセスク大統領は、「沿

ドニエストル側からの挑発に乗らないモルドバの

能力を極めて高く評価する。」と述べた。 

 

・８月２１日、バセスク大統領はアゼルバイジャンを
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訪問し、アリエフ大統領とグルジア情勢に関し協議

した。バセスク大統領は会談後の記者会見において、

グルジア問題に関するルーマニア、アゼルバイジャ

ンの見解は一致していると述べ、「凍結した紛争を

抱えている国家では不安定化の要素が高まってお

り、問題解決の唯一の方法は領土一体性の保持であ

る。国家の領土一体性を危うくするような少数民族

の集団的権利の発生には反対する。」と発言した。

また、ガスパイプライン・プロジェクトの継続を確

認した。 

 

・８月２１日、バセスク大統領はグルジアを訪問し、

サーカシヴィリ大統領と会談した。バセスク大統領

はグルジアの領土一体性を支持すると述べ「いかな

る事態もコソボで起きた事態の拡散を正当化する

ものではない。」と述べた。また、グルジアのＮＡ

ＴＯ加盟行動計画（ＭＡＰ）への参加を支持する旨

述べた。停戦の原則に関し、「ロシア、グルジア双

方の解釈に差異があるようである。交渉を通じてこ

の差異を無くすべきである。」と発言した。 

 

・８月２１日、バセスク大統領はトルコを訪問し、ギ

ュル大統領とグルジア情勢に関し協議した。ギュル

大統領は「黒海及びバルカン地域における平和維持

のため、ルーマニアはトルコの重要な同盟国であ

る。」と述べた。バセスク大統領は、「黒海沿岸地

域における平和維持のため、トルコのイニシアチブ

に賛同する。」と述べた。 

 

・８月２２日、バセスク大統領は黒海沿岸５ヶ国歴訪

より帰国し、右成果に関して記者会見を行い、「グ

ルジアの領土一体性の尊重」が首脳間で確認される

とともに、「凍結された紛争を抱える地域における

平和維持メカニズムは、欧州安全保障・防衛政策に

取って代わられるべきであると確認した。」と述べ

た。また、ナブッコ・プロジェクトの有効性を確認

したことを述べた一方で、「黒海経済協力機構の首

脳レベルの臨時会議を招集し、エネルギー問題につ

いて協議することを各首脳に提案した。」と述べた。 

 

・８月２６日、ルーマニア外務省は、メドベージェフ・

ロシア大統領が南オセチア及びアブハジアの独立

を承認したことにつき、①領土一体性の尊重等とい

った国際法の基本原則の尊重の重要性、②ロシアの

承認は遺憾で法的根拠の欠けた一方的行為で、地域

の不安定化をもたらす、③ルーマニアはＥＵ及びＮ

ＡＴＯの加盟国として行動する旨の声明を発表し

た。 

 

経済 

■マクロ経済指標・経済予測 

・７月７日、ボスガニアン経済財政相、次回補正予算

はインフラ関連を中心に編成すると発言。 

 

・７月２５日、ボスガニアン経済財政相、国債をブカ

レスト証券取引所で売買することを発表。 

 

・７月３１日、国家統計局より失業統計についてのＩ

ＬＯ基準値との違いに関する補足説明を公表。これ

によると０７年の失業率は６．４％となり、若者（１

５－２４歳）の失業率は２０．１％にも達する計算

となる。 

 

・７月３１日、公定歩合が０．２５％引き上げられ、

１０．２５％となる。 

 

・８月４日、イサレスク中央銀行総裁、ＧＤＰ成長率

が８－９％程度で推移している現状は過熱し過ぎ

であり警戒が必要であると発言。中央銀行は、長期

インフレ予測値を０８年６％から６．６％に、０９

年を３．５％から４．２％に上方修正。 

 

・８月１１日、国家統計局は、７月のインフレ率を対

前月０．６９％、年換算９．０４％。（６月時点で

は８．６１％止まりだった）と発表。 

 

・８月１１日、ＢＲＤ銀行は上半期純益につき、対前

年同期比２３％増と発表。 



ルーマニア月報 
 

- 5 - 

 

・８月１５日、第１四半期の経常赤字、対前年同期比

８．４８％増加。財政赤字の同対ＧＤＰ比１６．１％

で、ＥＵ内で３番目に高い。 

 

・８月２１日、ボスガニアン経済財政相、上半期のＧ

ＤＰ８．６％増を達成と発言。 

 

・８月２５日、ユーロスタット統計によると、２００

８年６月は対前年同月比工業受注ＥＵ平均０．１％

に対して２７．８％で、ＥＵ内で第１位。 

           

・８月２５日、経済財政省、第２四半期のＧＤＰ成長

率見通しを約８．６％と発表。 

 

・８月２６日、国家統計局は、本年第２四半期の賃金

上昇率（時給換算）を対前年同期比２１．８％上昇

と発表。分野別で特に高かったのは医療４６．２％、

教育３８．２％（但し医師の低賃金問題については

ＷＨＯから引き上げ勧告あり）。 

 

・８月２７日、７月末のインフレ率年間９．０４％。

鉱工業生産高は６．１％増加。 

 

■ＥＵ関連の動き 

・７月７日、 ルーマニア商業銀行の調査発表による

と、本年のＥＵ基金吸収率は６０％になる見込み

（前年は２１％）。 

 

・８月８日、 ユーロスタット農業統計は、本年のル

ーマニアの穀物収穫量が過去５年の平均を上回る

豊作となるとの見込みを発表（それでもなお、１ヘ

クター当たりの平均収穫量はＥＵ加盟国平均の半

分に過ぎない）。 

 

■産業界の動向 

・７月３日、農業省の仲介により、農産品生産業者と

小売業者協会との間で小売り業者による不当な買

い取り価格設定を廃止する方向で合意。 

 

■投資関連動向 

・７月１７日、１～５月の海外からの直接投資は、対

前年同期比で９２．４％増加と発表（ムンテニア南

電力の買収金払い込み実施の影響による）。 

 

■財政金融政策・公共政策等 

・７月１日、一般家庭向けの公共料金を、電気（５－

３％）、ガス（１２．５％）等の値上げ実施。 

 

・７月２日、 中央銀行の調査によると、４月の銀行

の個人対象ローンの支払遅延額が６．９億レイに上

り、右比率が１～３月の８％に対して１０％に上昇

していることを懸念（昨今の傾向では、意図的な犯

行まがいの貸し倒れ、融資詐欺も増加していると言

われる）。 

 

・７月１６日、 補正予算案が閣議において承認され

る。 

 

・７月２４日、ティミシュ県は、ＥＵ基金の活用を組

み込んだ県内２８市町村の地域開発メトロポリタ

ン構想を県議会で採択、公表。 

 

・８月１日、 経済財政省、上半期の財政赤字の対Ｇ

ＤＰ比が１．１８％になったと発表。 

 

・８月７日、 政府は、国内７つの大都市（Con、Tim、

Ploi、Cra、Cluj、Bras、Iasi）を５年以内にブカレス

トのＧＤＰ水準（１人当たり年間12,000ユーロ。他

都市は 2,800～7,000）まで引き上げる目標を宣言。

具体策として、国庫、自治体、ＥＵ基金等々からの

出資に基づく投資プログラムを開発・公共事業・住

宅省が策定。 

 

・８月２０日、 臨時閣議、ブカレスト南空港建設計

画、大学キャンパス建設計画、外務省等政府機関の

海外駐在を伊西等を中心に６３ポスト増設、洪水河

川に橋梁建設等々を承認。 
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■労働・年金問題等 

・７月４日、 タリチャーヌ首相、低額所得者のための

光熱費の補助金支出を決定。 

 

・７月１６日、 タリチャ－ヌ首相、最低賃金の１０

月１日からの引き上げに関する労組側との交渉に

ついて、５４０ＲＯＮを提案。 

 

・７月２４日、 パクラール労働相、年金支給額を１

１月１日より、平均２０％引き上げることを発表。 

 

・７月２５日、 政府主導の提案に基づき、経営者団

体、労組団体の三者間で最低賃金を１０月１日に５

４０ＲＯＮに引き上げる文書に署名。 

 

■格付け（９月１７日付） 

Fitch     外貨建長期（国債）ＢＢＢ 

        内貨建長期   ＢＢＢ＋  

      （アウトルック） 弱含み 

 

Standard & Poors   外貨建長期  ＢＢＢ－（ネ） 

                   内貨建長期  ＢＢＢ（ネ） 

 

Moody's            外貨建長期  Ｂａａ３ 

                   内貨建長期  Ｂａａ３ 

 
JCR         外貨建長期 ＢＢＢ（安） 

                  内貨建長期 ＢＢＢ＋（安） 



2007/8年経済指標
2006

項目 単位 12 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

貿易 輸出(FOB) 百万EUR 1957,4 2,489.7 2,628.8 2,218.5 2,452.6 2,786.2 2,734.6 2,253.3 2,426.8 2,803.1 2,697.1 2739.3 2950.4 3035.7

 年初からの累計 百万EUR 25,850.5 14,104.6 16,746.0 18,958.8 21,409.6 24,195.8 26,930.4 29,380.0 － 5,240.6 7,965.4 10747.5 13691.8 16750.8

輸入(CIF) 百万EUR 4,062.2 4,253.4 4,402.7 3,998.3 4,142.9 4,594.4 4,558.7 4,325.4 3,843.3 4,318.9 4,621.4 4759.9 4700.6 5032.5

 年初からの累計 百万EUR 40,745.8 23,767.1 28,278.0 32,310.5 36,483.4 41,077.8 45,636.5 5,088.2 － 8,110.8 12,814.9 17650.1 22450.7 27543.9

貿易収支 百万EUR -2,104.8 -1,763.7 -1,774 -1,770 -1,690 -1,808.2 -1,824.1 -2,072.0 -1,416.5 -1,515.8 -1,924.3 -2020.6 -1750.2 -1996.8

 年初からの累計 百万EUR -14,895.3 -9,662.5 -11,530 -13,352 -15,074 -16,882.2 -18,706.3 -21,502.3 － -2,870.2 -4,849.5 -6902.6 -8758.9 -10793.1

ｲﾝﾌﾚ率 対前月比 ％ 0.7 0.1 0.3 0.9 1.1 1.0 0.9 0.6 0.86 0.7 0.7 0.5 0.5 0.8 0.7

対前年12月比 ％ 4.9 1.6 1.9 2.8 3.9 4.9 5.9 6.6 0.9 1.6 2.3 2.8 3.3 3.6 4.3

対前年同月比 ％ 同 3.8 4.0 5.0 6.0 6.8 9.4 6.6 7.3 8.0 8.6 8.6 8.5 8.6 9.0

失業率等 失業者数 万人 46 35.4 34.3 35.0 34.5 36.7 37.2 36.7 38.4 37.9 37.4 35.2 33.8 33.7 34.0

失業率 ％ 5.2 4.0 3.8 3.9 3.9 4.1 4.2 4.1 4.3 4.3 4.2 3.9 3.8 3.8 3.8

鉱工業生産 石炭 万ﾄﾝ 287.2 306.3 301.1 313.6 298.3 291.3 281.5 260.9 257.0 274.4 308.1 277.3 323.9 295.5 389

 年初からの累計 3,506.9 1,795.1 2,096.2 2,409.8 2,708.1 2,999.4 3,280.9 3,541.8 － 531.4 839.5 1,116.8 1400.7 1696.2 2008.1

原油 千ﾄﾝ 394.0 418.9 397.3 425.0 400.6 381.2 378.8 367.6 385.2 376.9 380.8 379.9 380.9 380.0 380.9

 年初からの累計 4,781.8 2,487.0 2,884.3 3,309.3 3,709.9 4,091.1 4,469.9 4,837.5 － 762.1 1,142.9 1522.8 1903.7 2283.7 2664.6

平均給与 ネット (ﾚｲ) 1099 1023 1040 1030 1040 1084 1121 1266 1200 1134 1129 1282 1248 1273 1308

（名目） 対前月増加率 (%) 21.0 1.1 1.6 -1.0 0.9 4.2 3.4 4.5 -5.3 -5.5 -0.4 13.5 -2.6 2 2.7

ネット（*2） (EUR換算) 321.9 326.4 330.1 315.0 309.9 311.7 320.5 350.6 324.2 304.3 302.9 349.4 344.8 349.7 369.4

(実質) 対前月増加率 (%) 21.0 4.9 1.1 -4.5 -1.6 0.6 2.8 9.3 -7.6 -6.2 -0.4 15.3 -1.3 1.4 5.6

為替レート（中銀：月末） (ﾚｲ/EUR) 33,817 3.134 3.158 3.271 3.355 3.336 3.497 3.610 3.701 3.726 3.727 3.669 3.62 3.64 3.54

外国投資累計 (*3) 億ユーロ 153.49 164.90 168.83 170.06 172.36 173.97 174.23 177.39 182.90 189.76 191.00

公定歩合 年率(%) 8.75 7.25 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.5 8.0 9.0 9.5 9.5 10.0 10.00 10.25

中銀外貨準備　(*4)  億ﾕｰﾛ 213.1 220.0 224.4 247.0 252.0 252.1 254.4 253.0 255.5 252.4 251.5 253.4 251.2 249.1

対外債務(*5）  億ﾕｰﾛ 278.3 315.6 327.4 338.7 338.5 349.7 355.2 370.7 379.9 389.1 399.4 417.5 431.2 447.9

*2:月末レートで換算。

*3:法務省「外国資本企業統計集」による数字。

*4:ルーマニア中央銀行の外貨準備。約１０５トンの金保有を除く。

*5:ルーマニア中央銀行資料による中・長期債務。政府保証及び民間債務を含む。

2007 2008


